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Release 15標準化特集 ―完成した5G初版仕様とLTE/LTE-Advancedのさらなる高度化― 
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3GPPにおいて，5G RANの要求条件を満たすための新しい無線通信方式であるNRが仕様
化された．NRでは，LTE/LTE-Advancedが利用してきた6GHz以下の周波数帯だけでな
く，準ミリ波／ミリ波の周波数帯を利用することが可能であり，広帯域通信による高いス
ループットを実現できる．本稿では，5G向けの周波数動向を述べ，基地局・端末のRF性能
や無線リソース制御関連仕様について解説する． 

 
 
 
 

1. まえがき 
3GPP（3rd Generation Partnership Project）に
おいて，5G RAN（Radio Access Network）＊1の要求
条件［1］を満たすための新しい無線通信方式（NR：
New Radio）が検討され，「Release 15」仕様として
策定された．その中で，主に基地局や端末の無線（RF
（Radio Frequency）＊2）性能や無線リソース制御の
仕様策定を担うワーキンググループ（RAN4：RAN 
Working Group 4）では，LTE/LTE-Advancedが利用

してきた6GHz以下の周波数帯だけでなく，準ミリ波＊3／
ミリ波＊4の周波数帯の利用に向けた検討がなされた． 
具体的には，各国の周波数割当予定を考慮した周

波数バンドが新たに定義され，基地局や端末のRF
性能仕様が周波数帯や周波数バンドごとに策定され
た．また，主に端末のモビリティ性能の担保を目的
とした無線リソース制御仕様，例えば自セル／他セ
ルの受信品質測定機能に関する仕様が策定された． 
本稿では，上記の新しい周波数バンドと，RF性

能／無線リソース制御仕様を解説する． 

無線性能／制御仕様 NR 5G 

©2018 NTT DOCOMO, INC. 
本誌掲載記事の無断転載を禁じます． 
 
† 現在，ネットワーク部 
 
 
 
 

＊1 RAN：コアネットワークと端末の間に位置する，無線レイヤの
制御を行う基地局などで構成されるネットワーク． 

＊2 RF：無線アナログ回路部． 
＊3 準ミリ波：10GHzから30GHz程度のミリ波に近い周波数をもつ

電波信号． 
＊4 ミリ波：周波数帯域の区分の1つ．30GHzから300GHzの周波数

をもつ電波信号． 
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2. 主なNR向け新周波数バンド 
日本国内の5G向け新周波数として，3.7GHz帯

（3.6～4.2GHz），4.5GHz帯（4.4～4.9GHz），28GHz
帯（27.0～29.5GHz）が検討されている［2］．図1に
示す通り，一部帯域は諸外国の5Gの候補周波数帯
と重複している．端末のRF装置は周波数バンド単
位（もしくは近接する複数の周波数バンド単位）で
製造・搭載されるため，各国の周波数帯を包含する
バンドを定義することで，周波数ハーモナイズ（各
国の端末のRF装置共用化）による端末製造コスト
の低廉化が期待できる．ただし，バンドを広帯域化
するほど比帯域（＝帯域幅／中心周波数＊5）が大き
くなり，広い周波数範囲での電力整合（インピー
ダンスマッチング）が必要となることから，一般的
にRF装置の設計が困難となる．よって，周波数ハー
モナイズ効果とRF装置の実現性の双方を考慮した

バンドを定義する必要がある．以下では，Release 15
にて定義・仕様化された周波数バンドを解説する． 
なお，既存のLTEバンドと区別するため，NRの

周波数バンドの仕様には，接頭辞“n”が付与される． 
また，Release 15において周波数バンドは大きく

下記2つの周波数レンジに分類される． 
・FR1（Frequency Range 1）：450～6,000MHz 
・FR2（Frequency Range 2）：24,250～52,600MHz 

2.1 3.7GHz帯（Band n77，n78） 
本周波数帯では，3.3～4.2GHzを包含するバンドを
定義することで欧州，米国，中国，韓国とのハーモ
ナイズが期待される．しかし，LTE/LTE-Advanced
において導入された3.5GHz帯のBand 42（3.4～
3.6GHz）と比較して4.2倍の比帯域となるため，こ
れにより特にパワーアンプの電力効率低下が課題と
して挙げられた．結果として，日本を含むハーモナ

図1 国内および諸外国の5G用候補周波数 
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＊5 中心周波数：あるバンドにおける通信帯域の中心となる周波
数． 
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イズ効果が見込めるバンドn77（3.3～4.2GHz）と，
欧州，米国，中国，韓国を包含する，より狭帯域の
バンドn78（3.3～3.8GHz）の2つのバンドが定義さ
れた． 

2.2 4.5GHz帯（Band n79） 
中国では，2017年11月に4.8～5.0GHzにおける5G
の利用計画を交付しており，4.4～4.5GHzについても
利用が検討されている．日本国内では4.4～4.9GHz
が候補であり，中国とのハーモナイズのため，これ
らを包含するBand n79（4.4～5.0GHz）が定義され
た． 

2.3 28GHz帯（Band n257，n258，n261） 
日本国内では27.0～29.5GHzが候補であり，米国，
韓国とのハーモナイズが期待される．全地域の5G
候補周波数帯を包含する場合（24.25～29.5GHz），
5.25GHz幅の広帯域をサポートするRF装置が必要と
なるため，その実現性を考慮し日本，北米（北米，
カナダなど），韓国向けのBand n257（26.5～29.5GHz）
と欧州，中国向けのn258（24.25～27.5GHz）の2つ
が定義された．ただし，28GHz帯（Band n257）と
39GHz帯（37～40GHz，Band n260）を同時搭載す
る場合，RF性能を維持するためのRF装置サイズが
肥大化する恐れがあることから，北米の事業者など
に向け，より狭帯域のBand n261（27.5～28.35GHz）
が追加で定義された． 

2.4 その他周波数帯 
図1に示すように，米国や中国では，39GHz帯

（37～40GHz，n260）も検討されている．なお，上
記以外にも，既存LTEシステムの周波数バンドもNR
として運用可能である．これらは“LTE-refarming 
band”と呼ばれ，日本国内向けでは，700MHz帯
（n28），800MHz帯（n5），900MHz帯（n8），1.5GHz

帯（n74），1.7GHz帯（n3），2GHz帯（n1），2.5GHz
帯（n41）が仕様化された．Release 15で規定された
その他の周波数バンドについては，文献［3］［4］
を参照されたい． 

3. NRの無線パラメータ 
前述のとおり，NRでは既存LTEバンドから準ミ

リ波／ミリ波までの幅広い周波数を利用できる．た
だし，無線特性は周波数レンジやバンドに応じて大
きく変動することから，それぞれの無線特性に応じ
てNRの無線パラメータを設定することが望ましい．
以下では，NRで採用されているOFDM（Orthogonal 
Frequency Division Multiplexing）＊6におけるサブ
キャリア＊7間隔，チャネル帯域幅，および通信時の
実効帯域幅について解説する． 

3.1 サブキャリア間隔 
データ信号に使用可能なサブキャリア間隔は，FR1
では15，30，60kHz，FR2では60，120kHzであり，
FR1の60kHz以外は全端末が必須でサポートする．
NRでは，CP（Cyclic Prefix）＊8挿入率（OFDM
シンボル＊9長に対するCP長）が全サブキャリア間
隔で同等である．よって，高い（広い）サブキャリ
ア間隔を用いるほどCP長が減少し，遅延波に対す
る耐性が低下するため，基地局当りのカバレッジが
縮小してしまう可能性がある．一方，広いサブキャ
リア間隔を用いるほどドップラーシフト＊10などに
起因する周波数シフトへの耐性向上が期待される． 
また，FR2では，端末および基地局の発振器誤

差＊11などに起因する位相雑音＊12が顕著に生じるが，
一般に広いサブキャリア間隔を設定することでその
影響を低減できる． 
サブキャリア間隔はネットワークからの上位レイ

ヤ＊13信号によって設定され，運用シナリオに応じ，

＊6 OFDM：直交波周波数分割多重．デジタル変調方式の1つであ
り，マルチパス干渉への耐性を高めるため，高速な伝送レート
の信号を多数の低速な狭帯域信号に変換し周波数軸上で並列に
伝送する方式（マルチキャリア伝送）．高い周波数利用効率で
の伝送が可能． 

＊7 サブキャリア：OFDMなどのマルチキャリア伝送において信号
を伝送する個々の搬送波のことをいい，副搬送波とも呼ばれる． 

＊8 CP：OFDMにおいて，マルチパスなどに起因する前後シンボ

ル間の干渉を抑圧するために，シンボル間に設けられたガード
タイム．通常この部分の信号は，シンボル後半の一部分をコ
ピーしたものとなる．ガードインターバルとも呼ばれる． 

＊9 OFDMシンボル：伝送を行う単位であり，OFDMの場合は複数
のサブキャリアから構成される．各シンボルの先頭にはCPが挿
入される． 

＊10 ドップラーシフト：ドップラー効果によって生じる搬送波周波
数のずれ． 

N
TT

 D
O

C
O

M
O

 T
ec

hn
ic

al
 J

ou
rn

al



5GにおけるRF性能／無線リソース制御仕様 

 

 NTT DOCOMOテクニカル・ジャーナル Vol. 26 No. 3（Nov. 2018） 

 ― 77 ― 

上記トレードオフを考慮した最適なサブキャリア間
隔を適用できる． 

3.2 チャネル帯域幅 
⑴LTEにおけるチャネル帯域幅 
LTE（Release 8）では，1.4MHzから最大20MHz
のチャネル帯域幅を設定できる．さらにLTE-
Advanced（Release 10）では，最大5個までのLTE
キャリア（CC：Component Carrier＊14）を同時に
用いて最大100MHzの広帯域通信を実現する技術
（CA：Carrier Aggregation＊15）が導入され［5］，
Release 13ではCA可能なCC数が最大32個へ拡張さ
れた（最大640MHz帯域幅）［6］． 
⑵NRにおけるチャネル帯域幅 
NRにおいてもCAがサポートされており，Release 
15では，同一バンド内に連続／非連続にCCを配置
するIntra-band contiguous CA/non-contiguous CA，
異なるバンド間のCAであるInter-band CA，およ

びそれらの組合せをサポートする（図2）．また，
上記NRキャリア（CA含む）とLTEキャリアとの
同時通信（DC：Dual Connectivity）＊16も併せてサ
ポートする． 
CAは広帯域通信を実現する重要な技術であるが，

前述のように，NRではLTEと比較して非常に広帯
域に周波数バンドが定義されているため，LTEと同
等の20MHzのチャネル帯域幅（1CCあたり）では，
CAにおけるCC数が膨大となり，制御の煩雑化によ
る端末製造コストの増大や，制御信号のオーバヘッ
ド増加などが懸念される．そこで，NRでは1CC当
りのチャネル帯域幅が，FR1では最大100MHz（30
もしくは60kHzのサブキャリア間隔適用時），FR2
では最大400MHz（120kHzのサブキャリア間隔適
用時）まで拡張された．ただしFR2の400MHzはオ
プショナル機能であり，端末が必須で搭載する必要
があるのは200MHzまでである．各周波数バンドに
て設定可能な具体的なチャネル帯域幅を図3に示す． 

図2 Release 15でサポートされたCA 

周波数Band A Band B

Intra-band contiguous CA
CC

周波数Band A Band B

Intra-band non-contiguous CA

周波数Band A Band B

Inter-band CA

 
 

＊11 発振器誤差：基地局と端末それぞれに搭載された発振器の周波
数誤差．発振器は特定の周波数の波を発生させるRF装置であ
り，送信するベースバンド信号を搬送波周波数帯の信号に変換
する処理，もしくはその逆の処理を行うために用いられる． 

＊12 位相雑音：発振器誤差などのRF装置に起因して発生する通信
に不要な位相変動．サブキャリア間干渉や共通位相誤差が発生
し，通信品質の劣化を引き起こす． 

＊13 上位レイヤ：物理レイヤより上位に位置するすべてのレイヤで

あり，具体的にMAC（Medium Access Control），PDCP（Packet
Data Convergence Protocol），RLC（Radio Link Control），
S1AP（Adaptation Protocol）），X2APなどを指す． 

＊14 CC：CA（＊15参照）において束ねられるキャリアを表す用語． 
＊15 CA：1ユーザの信号を複数のキャリアを用いて同時に送受信す

ることにより広帯域化を行い，高速伝送を実現する技術． 
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3.3 通信時の実効帯域幅 
LTEでは，隣接する周波数保護のため，チャネ
ル帯域幅のうち中心90％をデータ通信に利用する．
例えば20MHz幅のチャネル帯域幅の場合，両端
1MHzはガードバンド＊17であり，ガードバンドを除
く18MHzが実効帯域幅となる．両端のガードバン
ドは他周波数への干渉を低減するために挿入される
が，NRでは図4に示す通り，通常のOFDM信号に
対して他周波数への干渉を低減するような事前処理
（例えば文献［7］など）を適用することで，実効帯
域幅をさらに広げる検討がなされた．その結果，5，
10MHzなどの一部の狭帯域を除き，チャネル帯域
幅のうち90％以上の領域を通信に利用することがで

き（最大98％程度．ただしチャネル帯域幅に依存），
周波数利用効率＊18をさらに向上させることが可能
となった．なお，ガードバンドの帯域幅は減少した
が，前述した干渉低減のための事前処理の適用を前
提とし，隣接周波数への干渉（漏洩電力など）に関
する仕様値はLTEと同等である． 

4. 基地局および端末のRF性能仕様 
NR向けに規定された周波数帯における，基地局

と端末それぞれのRF構成およびRF性能仕様を以下
に解説する． 

図3 NRにおけるチャネル帯域幅 

サブキャリア間隔は
15 kHzのみ

サブキャリア間隔は可変
FR1：15kHz，30kHz，60kHz
FR2：60kHz，120kHz

FR1：最大100MHz幅
FR2：最大400MHz幅最大20MHz幅（1CCあたり）

LTE

周波数
レンジ

周波数バンド
サブキャリア
間隔（kHz）

1CC（コンポーネントキャリア）幅（MHz） ※1

バンド番号 周波数帯 5 10 15 20 25 30 40 50 60 70 80 90※2 100 200 400※2

FR1

n77/n78 3.7GHz帯

15 ○ ○ ○ ○ ○ － －

30 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － －

60 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － －

n79 4.5GHz帯

15 ○ ○ － －

30 ○ ○ ○ ○ ○ － －

60 ○ ○ ○ ○ ○ － －

FR2 n257 28GHz帯
60 － － － － － － － ○ － － － － ○ ○

120 － － － － － － － ○ － － － － ○ ○ ○

※1 “○”は設定可能を意味する
※2 オプショナル機能

Release 15 NR

（1CCあたり）

 
 

＊16 DC：マスターとスレーブ2つの基地局に接続し，それらの基地
局でサポートされる複数のCCを用いて送受信することで，広
帯域化を実現する技術． 

＊17 ガードバンド：システム間の電波干渉を防ぐため，システムご
とに割り当てられる周波数帯域間に設けられる帯域． 

 
 
 

＊18 周波数利用効率：単位周波数当りに送信可能な最大情報量．単
位はbps/Hz． 
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表1 NRで規定されている基地局構成 

BS type BS type 1-C 
（従来基地局相当） 

BS type 1-H 
（LTE-Advanced Release 13

のAAS相当） 

BS type 1-O/2-O 
（NRから新たに導入されたAAS） 

周波数帯 FR1 FR1 FR1/FR2 

基地局構成 

 
  

 

無線信号の
送受信機能

・
・
・

無線信号の
送受信機能

無線信号の
送受信機能

アンテナコネクタ
（規定点：Conducted規定）

アンテナ

同軸ケーブル

BS type 1-C 基地局装置

・
・
・

信
号
分
散
機
能

TABコネクタ
（規定点：Conducted規定）

※一部OTA規定あり

BS type 1-H 基地局装置

無線信号の
送受信機能

無線信号の
送受信機能

無線信号の
送受信機能

アンテナ

コネクタなし

・
・
・

信
号
分
散
機
能

BS type 1-O/2-O 基地局装置

無線信号の
送受信機能

無線信号の
送受信機能

無線信号の
送受信機能

アンテナ

RIB
（規定点：OTA規定）

4.1 基地局 
⑴基地局のRF構成 
NRで規定されている基地局装置構成を表1に示す．

NRの基地局では，従来LTEにおいても規定されて
きた，アンテナと基地局を同軸ケーブル＊19で接続
する構成（BS type 1-C）と，無線信号の送受信機
とアンテナをTAB（Transceiver Array Boundary）
コネクタ＊20で接続し一体化したAAS（Active An-
tenna System）＊21の構成（BS type 1-H）に加えて，

コネクタのないAASの周波数レンジごとの構成（BS 
type 1-O/2-O）が新たに定義された［8］． 
⒜FR1におけるRF構成 

FR1のRF構成では，BS type 1-Oの規定によ
り，無線信号の送受信機とアンテナ間を接続す
るコネクタが不要となり，LTE Advanced Re-
lease 13のAAS［9］と比較して，さらなる装
置の小型化と電力効率向上に期待できる． 

周波数
電
力
密
度

OFDM波形（LTE）

事前処理適用後の
OFDM波形※

周波数領域波形

時間

時間領域波形

通常のOFDMと比較して
隣接周波数への干渉を低減可能

通常のOFDM信号と比較して若干歪むものの
ほぼ同程度の性能を維持できる

データ
領域

※色は処理方法違いを示す  

図4 OFDM信号に対する事前処理 

＊19 同軸ケーブル：主に高周波の信号を伝送する際に用いられる外
皮にシールド性をもたせたケーブル．アンテナと基地局間の信
号伝送に用いられる． 

＊20 TABコネクタ：NRの基地局では，BS type 1-Hで用いられ，無
線特性の規定点となる． 

＊21 AAS：従来独立していたアンテナ素子と無線装置を一体化した
システム．一体化することで，従来型と比較して高効率なシス
テムを提供可能となる． 
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⒝FR2におけるRF構成 
FR2においては，高周波数帯域での広帯域通
信に期待できる一方で，RF構成観点では，波
長が短くなることによるコネクタ・ケーブルで
の電力損失や電波伝搬損失の増加と，広帯域化
による電力密度低下がもたらすカバレッジの縮
小が課題となる．カバレッジ確保のため，高い
アンテナ利得＊22が求められるが，FR2に従来の
コネクタありのRF構成を適用した場合，狭い
面積に無線信号の送受信機とアンテナを高密度
に実装することが困難である．このため，FR2
のRF構成においては，コネクタをなくしたBS 
type 2-Oのみが定義されている．このBS type 
2-Oの規定により，ビームフォーミング＊23機能
を広帯域にわたって実現し，カバレッジを確保
しつつ高速通信が期待できる． 

⑵基地局のRF性能仕様概要 
BS type 1-C/1-HのRF性能仕様は，LTE-Advanced
の規定をベースとして前述したNRの無線パラメー
タに対応した規定となっている．一方BS type 1-O/ 
2-Oは，無線信号の送受信機とアンテナの一体化に

伴い，コネクタでの測定ができないことから，全RF
性能仕様に電波放射空間上の規定点（RIB（Radiated 
Interface Boundary）＊ 24）を定めるようにOTA
（Over the Air）＊25規定が拡張された． 
⒜OTA規定におけるTRP新規定 

OTA規定においては，LTE-Advanced Re-
lease 13で定義された，アンテナ特性を含めた
ビーム方向における等価等方放射電力（EIRP：
Equivalent Iso-tropic Radiated Power）＊26と等
価等方感度（EIS：Equivalent Iso-tropic Sen-
sitivity）＊27［8］に加えて，装置から放射され
る全電力を規定する総合放射電力（TRP：Total 
Radiated Power）が新たに定義されている．
TRPが規定されたことにより，基地局送信電
力や不要発射＊28などの電力規定のOTA規定化
が可能となる．OTA規定に用いられるEIRP/ 
EISとTRPの定義イメージを図5に示す． 

⒝FR2のRF性能仕様の特徴 
主な基地局RF性能仕様の比較を表2に示す．
FR1のRF性能仕様は，LTE Advancedの規定
をベースに最大チャネル帯域幅が100MHzまで

図5 NRの基地局および移動局RF規定で用いられる定義イメージ 

＊22 アンテナ利得：アンテナの最大放射方向における放射強度．一
般に等方性のアンテナを基準とした比で表される． 

＊23 ビームフォーミング：送信信号に指向性をもたせることで，特
定方向の信号電力を増加／低下させる技術．複数のアンテナ素
子（RF装置）の位相制御により指向性を形成するアナログ
ビームフォーミングと，ベースバンド部において位相制御する
デジタルビームフォーミングが存在する． 

 

＊24 RIB：基地局RF性能仕様におけるOTA規定の基準点．ここで
電波放射／受信空間上の特性を測定する． 

＊25 OTA：測定アンテナと対向し，基地局または端末のアンテナで
送信／受信される電波の特性を測定する方法．NRの基地局お
よび端末では，アンテナコネクタをなくした装置構成が定義さ
れ，本試験法による規定が設けられた． 

＊26 等価等方放射電力（EIRP）：電波放射空間上に設けられた規定
点における送信電力． 

TRP規定
（球面全体で規定）

被測定装置

X

Z

Y

X

Z

Y

放射ビーム

EIRP/EISの定義イメージ TRPの定義イメージ

EIRP/EIS規定
（アンテナ性能を含むビーム方向で規定）

 
 N

TT
 D

O
C

O
M

O
 T

ec
hn

ic
al

 J
ou

rn
al



5GにおけるRF性能／無線リソース制御仕様 

 

 NTT DOCOMOテクニカル・ジャーナル Vol. 26 No. 3（Nov. 2018） 

 ― 81 ― 

表2 主な基地局RF性能仕様の比較 

  LTE NR FR1 
BS type 1-O 

NR FR2 
BS type 2-O 

最大チャネル帯域幅 20MHz 100MHz 400MHz 

Transmitter Transient  
period ＜17μs ＜10μs ＜3μs 

ACLR 45dB 45dB 28dB※2 

NF 5dB※1 5dB※1 10dB 

送信電力偏差 ＋／－ 2.0dB 

＋／－ 2.2dB 
（EIRP偏差） 

＋／－ 3.4dB 
（EIRP偏差） 

＋／－ 2.0dB 
（TRP偏差） 

＋／－ 3.0dB 
（TRP偏差） 

※1 ワイドエリア基地局の値 
※2 24.25～33.4GHzにおける規定値 

拡張され，さらにFR2では，広帯域，低遅延化
に沿った仕様となっており，最大チャネル帯域
幅は400MHzに拡大，時分割複信（TDD：Time 
Domain Duplex）＊29のON/OFF間切替時間
（Transmitter transient period）は，3μsと高
速応答の要求仕様となっている．また，ミリ波
帯のRFデバイスの特性劣化をビームフォーミン
グによる高いアンテナ利得で補償することを加
味し，送信特性の隣接チャネル漏洩電力比
（ACLR：Adjacent Channel Leakage Ratio）＊30

や受信回路の想定雑音指数（NF：Noise Fig-
ure）＊31などの無線特性に対する要求を緩和す
ることで，モノづくりの実現性を確保している．
OTA規定化に伴い，送信電力偏差＊32は，アン
テナ性能も加味したEIRP偏差に加えて，キャ
リア当りの総電力偏差がTRP偏差で規定され
ている． 

4.2 端 末 
⑴端末のRF構成 
前述のNR基地局と異なり，端末実装の観点から
ビームフォーミングはFR2のみに適用されるため，

FR1におけるNR端末のRFフロントエンド構成は，
3.7および4.5GHz帯の新たな実装を除けば従来の
LTEから大きな差はない． 
また，NR導入当初は，LTEとの連携動作を前提

としたノンスタンドアローンが想定されており，対
応端末はNR無線装置だけでなく，従来のLTE無線
装置も同時搭載が要求される． 
⑵端末のRF性能仕様概要 
FR1では，前述のNR向けの新規無線パラメータ

に対応する，最大送信電力や受信感度などのRF性
能仕様が規定された．従来のLTE-Advancedと同じ
く，アンテナコネクタにおけるConducted規定＊33

が適用される． 
一方，FR2では基地局側と同様に送受信機とアン

テナの一体化に伴い，コネクタでの測定ができな
いことから，OTA規定が導入されている．FR2の
EIRP最大送信電力規定については，端末を中心と
した球面全体にビーム方向を操作した際に得られる
各EIRP値の累積分布＊34を用いた規定が採用されて
いる（図6）．本規定導入の目的は，意図した方向
（通信を行う基地局方向）および必要な範囲に正し
くビームを向けられることを統計的に担保すること

＊27 等価等方感度（EIS）：電波受信空間上に設けられた規定点にお
ける受信電力． 

＊28 不要発射：希望帯域外に発生する不要な電波．隣接周波数に対
する干渉となる． 

＊29 時分割複信（TDD）：アップリンクとダウンリンクで，同じ
キャリア周波数，周波数帯域を用いて，時間スロットで分割し
て信号伝送を行う方式． 

＊30 隣接チャネル漏洩電力比（ACLR）：変調波を送信するときに，

送信帯域信号電力と，それに隣接するチャネル帯域に発生した
不要波電力との比． 

＊31 雑音指数（NF）：装置内部で発生する雑音電力の程度．入力信
号のSN（信号対雑音）比と出力信号のSN比の比にて定義され
る． 

＊32 偏差：基準値からのばらつきや変動のこと． 
＊33 Conducted規定：基地局および端末の試験規定の種別．試験装

置と基地局もしくは端末を有線で直結し試験を行う方法． 
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表3 FR2パワークラス 

FR2 
パワークラス UE type例 

EIRP（dBm） TRP（dBm） 

Max Min peak Spherical Max 

1 固定無線通信端末 55 40 32（85％） 35 

2 車載向け端末 43 29 18（60％） 23 

3 携帯用端末 
（スマートフォンなど） 43 22.5 11.5（50％） 23 

4 固定無線通信端末 43 34 25（20％） 23 

である．測定したEIRPのうち少なくとも1つが最低
限満たすべき値をMin peak値，累積分布X％にお
ける値，すなわち球面空間上の（100－X）％エリ
アが担保すべき値をspherical coverageと定義する．
また，測定したEIRPのうちその最大値が超えては
ならない値はMax値と定義され，FCC（Federal 
Communications Commission）＊35などの各国／各地
域における規定を考慮して定められている． 
さらに，Release 15では主にスマートフォンを想

定した携帯用端末の他，固定無線通信端末＊36など
の異なる端末形状による通信距離およびデータレー
トの向上も検討された．これらの端末形状は，標準
仕様上パワークラスにより分類され，要求される送
受信電力およびspherical coverageの差分により，
以下4つのパワークラスが規定された（表3）． 
・パワークラス1 
FCC 16～89が定義するtransportable stations
に準拠するクラスである．後述のHandheld端

z

y

x





Measurement point
EIRP(,)

10
20
30
40
50
60
70
80
90
100

EIRP（dBm）

累
積

分
布

（
％

）

Min peak MaxSpherical 20％

意図した方向（通信を行う基地局方向）および必要な範囲に
正しくビームを向けられることを統計的に担保

 
 

図6 累積分布を用いたOTA EIRP評価手法 

＊34 累積分布：評価する対象が，ある特定の値以下となる確率． 
＊35 FCC：アメリカにおける連邦通信委員会．テレビ・ラジオ・電

報・電話などの事業の許認可権限をもつ． 
 
 
 
 
 

＊36 固定無線通信端末：基地局と端末の両方を固定して通信を行う
方式．基地局間のバックホール通信などでの利用が想定され
る． 
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末向けパワークラス3の最大許容TRP 23dBm＊37

に対して，本パワークラスでは最大TRP 35dBm
が許容される．本クラスでは固定設置型のユー
スケースを想定しており，尖鋭なビーム形状に
よる特定方向への強い電力放射が可能である． 

・パワークラス2 
主に車載向けを想定して規定されたクラスで
ある．spherical coverageは60％をターゲット
としており，最大TRPは携帯用端末向けのパ
ワークラス3と同一であるものの，より高い
EIRP特性が要求される． 

・パワークラス3 
スマートフォンなどの携帯用端末を想定した
クラスである．基地局方向に対して端末の向き
がランダムとなることを想定しており，spherical 
coverageは50％をターゲットとしている． 

・パワークラス4 
上述のパワークラス2と比較して，より広範
囲なspherical coverage（20％）かつ高いEIRP
が要求されるクラスである．尖鋭なビーム形状
のパワークラス1とは異なり，NR基地局の位置
を意識せずに設置可能であることから，固定設
置のユースケースだけではなく，車や電車への
搭載など，柔軟な運用が期待される． 

5. 無線リソース制御仕様 
端末のモビリティ性能の担保を目的とした，無線

リソース制御（RRM：Radio Resource Manage-
ment）＊38に関する仕様について以下に解説する． 

5.1 自セル／他セルの受信品質測定機能 
端末が他セルにハンドオーバする場合や，CA時

にCCを新たに追加する場合などにおいて，通信品
質を維持しながらこれらの処理を適切に実施するた

め，例えばRSRP（Reference Signal Received 
Power）＊ 39やRSRQ（Reference Signal Received 
Quality）＊40など，他セルの受信品質を事前に測定
（measurement）することが望ましい．LTEでは，
全基地局・全セルにおいて参照信号（CRS：Cell-
specific Reference Signal）＊41が常時送信されていた
ため，端末は他セルの受信品質を容易に測定するこ
とが可能である．しかし，NRでは，オーバヘッド
の低減や，主に低トラフィック時の他セルへの干渉
を低減することを目的とし，CRSのように常時高密
度で送信される参照信号は存在しない． 
そのため，NRにおける受信品質の測定は，CRS

よりも長い送信周期をもつ同期信号（SS：Syn-
chronization Signal）＊42および下り物理報知チャネ
ル（PBCH：Physical Broadcast CHannel）＊43から構
成される，SSB（SS/PBCH Block）＊44を流用して行
う（図7⒜）． 
SSBの送信周期は，5，10，20，40，80，160ms

の範囲でセルごとに設定可能であるが，端末による
受信品質測定の周期は必ずしもSSBの送信周期と同
じである必要はなく，環境に応じて適切な測定周期
を設定することで，必要以上の測定動作を避けて端
末の消費電力を抑えることが望ましい． 
そこで，端末が測定に用いるSSBの測定周期やタ

イミングを自セルから端末へ通知する機能（SMTC 
window：SSB based RRM Measurement Timing 
Configuration window＊45）が新たに導入された．
図7に示すように，SMTC windowの周期は，SSB
と同様5，10，20，40，80，160msの範囲で設定可
能であり，そのwindow幅は，測定対象セルが送信
しているSSB数に応じて1，2，3，4，5msの各値を
設定できる．端末はSMTC windowを基地局から通
知された場合，window内でSSBの検出および測定
を実施し，その結果を基地局に報告する． 

＊37 dBm：電力P［mW］とすると10log（P）とした時の値．1mW
を基準としたときの相対値（1mW＝0dBm）． 

＊38 無線リソース制御（RRM）：有限である無線リソースの適切な
管理や，端末・基地局間のスムーズな接続を実現するために端
末が実施する，ハンドオーバなどのモビリティ動作，参照信号
を用いた品質測定といった制御の総称． 

＊39 RSRP：端末で測定される参照信号の受信電力．端末の受信感
度を表す指標の1つ 

＊40 RSRQ：セル固有の参照信号の電力と，受信帯域幅内の総電力
との比を表す． 

＊41 参照信号（CRS）：下りリンクの受信品質測定などに用いられ
る各セル固有の参照信号． 

＊42 同期信号（SS）：端末が電源投入時などに，通信の開始に必要
なセルの周波数と受信タイミングおよびセルIDの検出を行うた
めの物理信号． 
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5.2 Measurement gap 
端末において，他セル／CCの受信品質測定に用
いるRF装置と，自セルのデータ送受信に用いるRF
装置を共通化することで，部品共用化による端末製
造コストの低廉化が期待される．ただし，RF装置
共用化により，自セルと異なる周波数のセル／CC
を測定する区間など，自セルのデータを送受信する
ことができないという制約が生じるケースがある．
LTEの場合，上記区間にて端末にMeasurement 
gapを設定することで，gap内では自セルのデータ
送受信を止めて，異なる周波数のセル／CCを測定
することを許容しており，NRにおいても同様に
Measurement gap設定が導入された．ただし，前
述の通り，NRではSSBを用いて測定を行うため，
その設定方法が最適化されている．以下ではその概

要を解説する． 
⑴Measurement gap設定方法 
⒜LTEの場合 
LTEでは，Measurement gapの長さ（MGL：
Measurement Gap Length）は固定であり，そ
の区間中に最低1つのSSを含むように設定され
ている．LTEのSSは5ms周期で送信されるた
め，MGLは，無線部の切替え時間（RF retun-
ing time）を前後に0.5msずつ加えた合計6ms
となる．端末は，MGL中のSSを検出してセル
ID＊46および受信タイミングを特定し，その後
CRSを用いて測定を行う． 

⒝NRにおけるMGLの拡張 
NRの場合，前述の通り，SMTC windowの

周期およびwindow幅がSSBの送信に合わせて

図7 NRにおけるSSB/SMTCの関係 

時間

時間

時間

SSB送信周期：5，10，20，40，80，160msの範囲で設定可能

SSB #0

Window周期：5，10，20，40，80，160msの範囲で設定可能

SMTC window

Window幅：1，2，3，4，5msの範囲で設定可能

Cell A

Cell B

⒜SSB設定例

⒝SMTC設定例

SMTC window内のSSBを用いてセルの品質測定を実施

Window周期※SSB送信周期と測定周期は同じでなくても良い

時間

Cell A

Cell B

SSB #0

SSB #3

SSB #4
SSB #6

SSB #7SSB数は周波数ごとに設定

SSB

SSB #2

SSB #2

SSB #3

SSB #1

SSB #1

SSB #5

 
 

＊43 報知チャネル（PBCH）：システムの運用情報を報知するため
の共通チャネル．移動端末は電源on時などにこのチャネルを読
み取ることで，通信の開始に必要な情報（通信事業者コード，
共通チャネル構造，周辺セル情報など）を取得する． 

＊44 SSB：SS，PBCHから構成される同期信号／報知チャネルブ
ロック．主に，端末が通信開始時にセルIDや受信タイミング検
出を実施するために周期的に送信されるが，NRでは各セルの
受信品質測定にも流用される． 

＊45 SMTC window：端末がSSBを用いた受信品質測定を実施する
際，測定対象のセルごとの測定開始タイミングや測定期間，測
定周期を端末が知るために，基地局から端末へ設定される測定
窓． 

＊46 セルID：セルごとに付与される識別情報． 
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柔軟に設定可能である．しかし，例えばSMTC 
windowが2msの場合にMGL 6 msのMeasurement 
gapをそのまま設定すると，測定に無関係な約
4ms分の期間で自セルでのデータの送受信がで
きなくなるなど，固定的なMGLではスルー
プットが不必要に低下する恐れがある． 
そこで，この不必要なスループット低下を軽
減するため，6msのほか，5.5ms，4ms，3.5ms，
3ms，1.5msの計6種類のMGLが設定可能とな
るよう拡張されている．具体例を図8①および
②に示す．図8①のSMTC window 2msのケース
ではMGL 4msのgapを使用し，図8②のケース
であれば，4msのSMTC windowに合わせてMGL 

6msと長く設定する．Measurement gapの周期
（MGRP：Measurement Gap Repetition Period）
に関しても図8③で示す通り，LTEよりも柔軟
に設定することが可能となった（LTE：40，
80ms NR：20，40，80，160ms）． 

⑵Measurement gap timing advance 
前述の通り，設定されたMeasurement gapの先

頭と末尾はRF retuning timeと想定され，その区間
において端末は測定およびデータの送受信を行わな
い．仮に図9①のように，設定されるSMTC win-
dowとMeasurement gapの開始タイミングが同一
の場合，SMTC windowの先頭がRF retuning time
と重なるため測定に使用できなくなる．そこで，図

図8 NRにおけるMeasurement gap設定例 

1ms

MGL（6ms）

実際の測定 window（5ms）

SMTC window（4ms）

MGL（4ms）

実際の測定 window（3ms）

SMTC window（2ms）①

②

1ms

RF retuning time
（無送受信区間）

SSB #0 #1 #2 #3 #4 #5 #6 #7

SSB #0 #1 #2 #3

MGL＝4ms

MGL＝6ms
MGRP＝20ms

MGRP＝160ms
MGL：Measurement Gap Length
MGRP：Measurement Gap Repetition Period

③

Measurement gap

※サブキャリア間隔15kHzの場合

SMTC window

SSB SMTC window

①

②

RF retuning time
（無送受信区間）
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9②に示す通り，RF retuning time分，gapの開始
タイミングを前方へずらすことで，SMTC window
内に含まれている測定用信号を漏れなく使用する
ことができる機能（Measurement gap timing ad-
vance）が新たに導入された． 

5.3 非同期ネットワークにおける受信品質
測定 

⑴SFTD（SFN＊47 and Frame boundary Timing 
Difference）measurement 
SMTC windowやMeasurement gapは，測定対象
セルのSSB送信タイミング情報を基に設定されるが，
他セル測定の場合など，SSB送信タイミング情報を

自セル基地局が把握できていないケースがあり，
その場合，端末に対して適切なSMTC windowや
Measurement gapを設定できない．そのため，自
セルとNRセルとの間のSFN/frameタイミングのず
れを端末が取得し基地局へ報告するSFTD meas-
urementが新たに導入された． 
⑵SFTD設定方法 
基地局は，端末に対して周辺の他セルを対象とし

たSFTD measurementを設定する．NRセルと未接
続の端末が，SFTD measurementをNRセルに対し
て行うにはMeasurement gap設定が基本的に必要
となるが，前述の通りSSB送信タイミング情報を把
握していない状態では適切にそれを設定できない

図9 Measurement gap timing advance 

1ms
SMTC window（5ms）

MGL（6ms）
①

実際の測定 window（5ms）

RF retuning time
（無送受信区間）

RF retuning time
（無送受信区間）

1ms
SMTC window（5ms）

②

実際の測定window（5ms）

RF retuning time
（無送受信区間）

RF retuning time
（無送受信区間）

MGL（6ms）
gapの開始タイミングを
前方へずらすことで，
SSを漏れなく測定可能

Measurement gapSMTC windowSSB

RF retuning timeに被っているため
SSを測定できない

 

＊47 SFN：無線フレームごとに割り振られた番号．0から1,023の値
を取る． 
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ため（図10），対象セルのSSBを検出できるまで
Measurement gapの設定を変更しながら複数回
Measurement gapを開ける必要があり，それに伴
いシグナリング＊48やNRセルに接続するまでの遅延
が増加する．そのため，自セルでの通信は維持し，
Measurement gapを使わずに対象セルのSFTD 
measurementを実施する手法が追加導入された． 

実際に規定された測定手法の具体例を図11に示
す．この手法では通信中のRF装置を止めて測定を
行うのではなく，CA向けに利用するような，端末
側で余っている別のRF装置を使用する．測定に使
用するRF装置をON/OFFする際に，自セルとの通
信に利用しているRF装置はその影響を受けるため，
端末がSSBの検出を試みる測定windowの前後1サブ

Measurement gapSMTC windowSSB

基地局はSMTC windowやMeasurement gapを適切なタイミングで設定できない

時間t

対象セルのSSB送信タイミングを把握できている場合

時間t
基地局は適切なタイミングに適切なconfigurationで，SMTC windowやMeasurement gapを設定できる

？ ？ ？

対象セルのSSB送信タイミングを把握できていない場合

？？？

 

図10 測定対象セルのSSB送信タイミングを把握できていない場合 

1 subframe
（1ms）

通信中のRF装置
（自セル）

使用していないRF装置
（サービングセルなし）

データ送受信不可

RF ON RF OFF

端末がSSB検出を試みる区間

データ送受信可能 データ送受信可能データ送受信可能

SSB

データ送受信不可

 

図11 Measurement gapを使用しないSFTD measurementの実施例 

＊48 シグナリング：基地局と端末間で，通信に必要となる情報（例
えば帯域幅や符号化変調方式など）を事前に共有すること． 
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フレーム分は自セルでのデータ送受信が不可となる
が，それ以外の時間は自セルでの通信を維持したま
ま並行して対象セルのSFTD measurementを実施
できる． 

6. あとがき 
本稿では，Release 15として策定された新しい無
線通信方式（NR）について，主にRAN4にて仕様
化された周波数バンド，基地局・端末の無線RF性
能や無線リソース制御関連仕様について解説した．
今後は，Release 15における，受信スループット規
定のような基地局や端末のベースバンド＊49性能仕
様などの策定（2018年12月完了予定）と並行し，さ
らに高品質・高機能なサービスエリアが提供可能と
なるようRelease 16以降の標準仕様の検討を推進し
ていく． 
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